
（参考）外国人材の受入れ・共生のための地域日本語教育推進事業

新たな取組（地域日本語教育の質の維持向上）について

○「生活」に関する教育課程を置く機関または専門的な日本語教育機関との連携による、以下のような日本語教育を重点的に強化

・「日本語教育の参照枠」及び「生活Can do」を参照した質の高い日本語教育
・「地域における日本語教育の在り方について（報告）」で示されるレベル・時間数に応じた体系的な日本語教育

質の保証（新たな取組） (従来の取組に加え、新たな取組を行う都道府県等へ補助率加算 最大2/3予定）

都道府県・政令指定都市（国際交流協会）

総括コーディネーター【配置必須】総合調整会議【設置必須】

地域日本語教育コーディネーター
（※担当地域を設定）
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〈連携・協力〉

新たな取組
【質の維持向上】

専門性の高い日本語教育機関等
（日本語学校、大学、日本語教育団体）

（新たな制度創設を想定）
「生活」に関する教育課程を置
く機関として左記のような取組
を支援
(都道府県等が設置、又は専
門性の高い日本語教育関係
機関と連携）

【機密性○（取扱制限）】 

 
到達レベル 想定学習時間 

０ ～Ａ１レベル １００～１５０時間程度 

Ａ１～Ａ２レベル １００～１５０時間程度 

Ａ２～Ｂ１レベル １５０～２２０時間程度 

B1～B2レベル ３５０～５５０時間程度 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

   総学習時間（１日４コマ、週３～５日程度の集中的な学習を想定） 

 
◎ ０～B1レベルまで     ３５０～５２０時間程度 

（４７０～７８０単位時間程度（１単位時間 45分）） 
   ＜参考＞ 

       ０～B2 レベルまで     700～１０７０時間程度 
                       （９３３～１４２６単位時間程度（１単位時間 45分）） 
 

〇地域における日本語教育の在り方について（報告）
（令和４年11月 国語分科会日本語教育小委員会）より抜粋

【学習時間の目安】
自立した言語使用者（B1程度）としての日本語能力の習得

【生活Can do】 「生活者としての外国人」対象の言語能力記述文
「日本語教育の参照枠」を踏まえた、A1からB1までの内容

「生活」に関する教育課程設置、または専門的な日本語教育機関との連携による、
「生活Can do」を用いた質の高い日本語教育プログラム開発・提供のための
①調査や計画策定、②プログラムの開発・実施・試行、
③教材開発や評価の開発、教材作成、④研修の実施
⑤②～④を行うことのできる日本語教師の雇用や活用

具体的な内容とイメージ図

〈連携・協力〉

〈連携・協力〉

資料２

29840980
長方形

29840980
テキストボックス
参考資料３

29840980
テキストボックス
文化庁資料より抜粋
(令和４年度 地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業実施団体 情報交換会）





【参考】外国人材の受入れ・共生のための地域日本語教育推進事業
新たな取組（地域日本語教育の質の維持向上）について（その②）イメージ

R5（１年目） R6（２年目） R7（３年目） R8（４年目） R9（５年目） ・・・

②質の維持向上（「生活Can do」活用の教育内容整備）【新規】

今後の
地域日本語
教育の
総合的な
体制づくり推進
事業の動き

「生活」に関する教育課程の実施 【自治体・日本語教育機関が連携】「生活」に関する教育課程の開発・試行

①日本語教育の全国展開・学習機会の確保 【従来】

各地域での日本語教育環境を強化するための
総合的な体制づくりを目的とした取組
○想定される取組（例）
Ⅰ 広域での総合的な体制づくり
①総括コーディネーター経費の設置
②地域日本語教育コーディーネーターの配置

Ⅱ地域の日本語教育水準の向上
（域内での日本語教育の展開）
Ⅲ都道府県等を通じた市町村等支援(間接補助)

①日本語教育の全国展開・学習機
会の確保【従来】

「生活Can do」を用いた、「生活」に関する教育課程の提供
（設置または連携による実施）を目的とした取組
○想定される取組（例）
Ⅰ 調査や計画策定
Ⅱ 質の高い日本語教育プログラムの開発・実施・試行
A1、A2のクラス実施（共に100～150時間程度）
B1のクラス実施（150～220時間程度） 等

Ⅲ 教材開発や評価の開発、教材作成費用
Ⅳ 質の高い日本語教育プログラムの開発・編成・試行する
ための研修の受講や実施
Ⅴ Ⅱ～Ⅳを行うことのできる日本語教師の雇用や活用

②質の維持向上【新規】

域内への普及
②で開発したカリキュラム等は、
①の地域日本語教育コーディネ
ーターによって、②Ⅳの研修等を
踏まえ、①Ⅱ、Ⅲの地域の日本
語教室にも普及することを想定。

カリキュラム開発・編成
①の総括コーディネーター、地
域日本語教育コーディネーター
を中心に、②の日本語教師、
外部有識者とともに、カリキュラ
ム開発・編成に当たる。

総合調整会議
①の総合調整会議で、体制
づくりの議論に加え、②の「生
活」に関する教育課程設置
または連携に向けた調査や
計画策定について協議。

【①従来の取組】＋【②新規の取組】を含む事業 → ②を実施する団体に対する補助率加算(最大２/３予定）

①と②の関係…有機的に連携した取組例

・日本語教室の
実施箇所拡大

・日本語教育人
材の発掘・拡大

・日本語教育の
理解促進 等

・「生活Can do」
を活用した教育内
容整備による到達
レベルの担保

※～B1、五つの
言語活動を含むプ
ログラム開発

・教育課程の
複数年開発可能
・オンライン可能
・オンデマンド可能
・文化庁委託事業で
開発中の教育モデル
を活用可能

※開始時期は各団体の実情による



１ モデルカリキュラム／ツールの活用
○「「日本語教育の参照枠」を活用した教育モデル
開発事業」の「生活」分野の教育モデル

○日本語能力評価ツール「にほんご チェック！」
を活用

R5（１年目） R6（２年目） R7（３年目） R8（４年目） R9（５年目） ・・・

A1の課程を開発

【例】
開発・実施

の予定

本格的運用

A2の課程を開発 B1の課程を開発

開発
計画
の策
定

１年目開発

２年目開発

３年目開発

オンデマンドを活用した
効率的な教育

オンラインを活用した
効果の高い教育

「地域における日本語教育の在り方について（報告）」（文化審議会国語分科会
日本語教育小委員会）より

【参考】外国人材の受入れ・共生のための地域日本語教育推進事業

新たな取組（地域日本語教育の質の維持向上）について（その③）策定・開発・試行イメージ

A1の課程を試行 A2の課程を試行 B1の課程を試行

２ 「生活」の教育課程を設計・試行
○複数年度の段階的な設計・施行
○オンライン活用 ○オンデマンド活用（つなひろ等）

・モデルカリキュラムの応用的利用
・教材の検討／評価の検討／人材の発掘・育成

聞く 読む 話す
（やりとり）

話す
（発表）

書く 文字

聞く 読む 話す
（やりとり）

話す
（発表）

書く 文字

A2

聞く 読む 話す
（やりとり）

話す
（発表）

書く 文字

０ 広域での総合的な体制づくり
総括／地域日本語教育コーディネーターの配置
【日本語教育機関との連携】

地域日本語教育
コーディネーター

日本語教育機関
との連携
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